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�愛媛県規則第５３号
愛媛県県立高等技術専門校運営規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２０年９月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県県立高等技術専門校運営規則の一部を改正する規則

愛媛県県立高等技術専門校運営規則（昭和３３年愛媛県規則第５４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表（第１条関係） 別表（第１条関係）

名 称
職業訓練の

種類

訓練

課程
訓 練 科

訓練

定員

訓練

期間
名 称

職業訓練の

種類

訓練

課程
訓 練 科

訓練

定員

訓練

期間

省略 省略

愛媛県立今治

高等技術専門

校

普通職業訓

練

普通

課程

繊維エンジ

ニア科

２０人 １年 愛媛県立今治

高等技術専門

校

普通職業訓

練

普通

課程

繊維エンジ

ニア科

３０人 １年

省略 省略

省略 省略

附 則

この規則は、平成２１年４月１日から施行する。

�愛媛県規則第５４号
愛媛県行政組織規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２０年９月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行
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愛媛県行政組織規則の一部を改正する規則

愛媛県行政組織規則（昭和５５年愛媛県規則第１５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（県民環境部各課の所掌事務）

第９条 省略

２～８ 省略

９ 自然保護課の所掌事務は、次のとおりとする。

�～� 省略

� 鳥獣 の保護及び狩猟に関すること。

� 野生動植物の多様性の保全に関すること。

� 省略

（県民環境部各課の所掌事務）

第９条 省略

２～８ 省略

９ 自然保護課の所掌事務は、次のとおりとする。

�～� 省略

� 野生生物の保護及び狩猟に関すること。

� 省略

附 則

この規則は、平成２０年１０月１日から施行する。

�愛媛県規則第５５号
愛媛県野生動植物の多様性の保全に関する条例施行規則を次のように定める。

平成２０年９月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県野生動植物の多様性の保全に関する条例施行規則

目次

第１章 総則（第１条・第２条）

第２章 特定希少野生動植物の保護

第１節 特定希少野生動植物の指定（第３条・第４条）

第２節 個体の取扱いに関する規制（第５条－第８条）

第３節 生息地等の保護に関する規制（第９条－第１７条）

第４節 保護管理事業（第１８条－第２１条）

第３章 野生動植物保護推進員（第２２条）

第４章 雑則（第２３条－第２７条）

附則

第１章 総則

（趣旨）

第１条 この規則は、愛媛県野生動植物の多様性の保全に関する条例（平成２０年愛媛県条例第１５号。以下「条例」という。）の施行に関し

必要な事項を定めるものとする。

（用語）

第２条 この規則で使用する用語は、条例で使用する用語の例による。

第２章 特定希少野生動植物の保護

第１節 特定希少野生動植物の指定

（特定希少野生動植物の指定等の案の公告）

第３条 条例第９条第３項（同条第９項において準用する場合を含む。）の規定による公告は、次に掲げる事項を愛媛県報（以下「県報」

という。）に掲載して行うものとする。

� 指定をしようとする希少野生動植物又は指定の解除をしようとする特定希少野生動植物の名称

� 指定又は指定の解除をしようとする理由

（特定希少野生動植物の指定に係る公聴会）

第４条 知事は、条例第９条第５項（同条第９項において準用する場合を含む。）の規定により公聴会を開催しようとするときは、その日

時、場所及び公聴会において意見を聴こうとする案件を公示するとともに、当該案件に関し意見を聴く必要があると認めた者（以下「公

述人」という。）にその旨を通知するものとする。

２ 前項の公示は、公聴会の日の３週間前までに行うものとする。

３ 第１項の規定による通知を受けた公述人は、公聴会の日の１週間前までに、当該公聴会において意見を聴こうとする案件に対する意見

の要旨及び理由を記載した文書を知事に提出しなければならない。

４ 公聴会は、知事が指名する職員が議長として主宰する。

愛 媛 県 報平成２０年９月３０日 第２００３号
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５ 公聴会においては、議長は、まず公述人のうち意見を聴こうとする案件に対して異議を有する者に異議の要旨及び理由を陳述させなけ

ればならない。ただし、その者が出席していないときは、その者が提出した意見書の朗読をもってその陳述に代えることができる。

６ 公述人は、発言しようとするときは、議長の許可を受けなければならない。

７ 議長は、特に必要があると認めるときは、公聴会を傍聴している者に発言を許すことができる。

８ 公述人及び発言を許された者の発言は、意見を聴こうとする案件の範囲を超えてはならない。

９ 公述人及び発言を許された者が前項の範囲を超えて発言し、又は不穏当な言動をしたときは、議長は、その発言を禁止し、又は退場を

命ずることができる。

１０ 議長は、公聴会の秩序を維持するため必要があると認めるときは、その秩序を乱し、又は不穏当な言動をした者を退去させることがで

きる。

１１ 議長は、公聴会の終了後遅滞なく、当該公聴会の経過に関する事項を記載した調書を作成し、これに署名押印しなければならない。

第２節 個体の取扱いに関する規制

（捕獲等の禁止の適用除外）

第５条 条例第１２条第２号の規則で定めるやむを得ない事由は、次に掲げるものとする。

� 人の生命又は身体の保護のために必要であること。

� 大学（学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する大学及び国立大学法人法（平成１５年法律第１１２号）第２条第４項に規定

する大学共同利用機関をいう。以下同じ。）における教育又は学術研究のために捕獲等をするものであること（あらかじめ知事に届け

出たもの（公立の大学（地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）第６８条第１項に規定する公立大学法人が設置する大学を除く。

以下同じ。）にあっては、知事に通知したもの）に限る。）。

� 次に掲げる行為に伴って捕獲等をするものであること。

ア 森林法（昭和２６年法律第２４９号）第１０条の３若しくは第３８条又は地すべり等防止法（昭和３３年法律第３０号）第２１条第１項若しくは

第２項の規定に基づく処分による義務の履行として行う行為であって急を要するもの

イ 非常災害に対する必要な応急措置としての行為

� 個体の保護のための移動又は移植を目的として当該個体の捕獲等をすることであって、次に掲げる行為に伴うものであること（あら

かじめ知事に届け出たものに限る。）。
じ

ア 森林の保護管理のための標識又は野生鳥獣の保護増殖のための標識、巣箱、給餌台若しくは給水台を設置し、又は管理すること。

イ 測量法（昭和２４年法律第１８８号）第１０条第１項に規定する測量標又は水路業務法（昭和２５年法律第１０２号）第５条第１項に規定す

る水路測量標を設置し、又は管理すること。

ウ 漁港漁場整備法（昭和２５年法律第１３７号）第３条第１号に掲げる施設、同条第２号イからハまで、ル若しくはヲに掲げる施設（同

号イに掲げる施設については駐車場及びヘリポートを除き、同号ハに掲げる施設については公共施設用地に限る。）又は同法第４０条

の規定により漁港施設とみなされている施設を設置し、又は管理すること。

エ 漁港漁場整備法第３４条に規定する漁港管理規程に基づき標識を設置し、又は管理すること。

オ 沿岸漁業（沿岸漁業改善資金助成法（昭和５４年法律第２５号）第２条第１項に規定する沿岸漁業（総トン数１０トン以上２０トン未満の

動力漁船（とう載漁船を除く。）を使用して行うものを除く。）をいう。以下同じ。）の生産基盤の整備及び開発を行うために必要

な沿岸漁業の構造の改善に関する事業に係る施設を設置し、又は管理すること。

カ 海洋水産資源開発促進法（昭和４６年法律第６０号）第７条に規定する沿岸水産資源開発計画に基づく事業に係る増殖又は養殖のため

の施設を設置し、又は管理すること。

キ 道路を設置し、又は管理すること。
さく

ク 信号機、防護柵、土留よう壁その他道路、鉄道、軌道又は索道の交通の安全を確保するための施設を設置し、又は管理すること。

ケ 鉄道、軌道若しくは索道の駅舎又は自動車若しくは船舶による旅客運送事業の営業所若しくは待合所において、駅名板、停留所標

識又は料金表、運送約款その他これらに類するものを表示した施設を設置し、又は管理すること。

コ 鉄道、軌道又は索道のプラットホーム（上家を含む。）を設置し、又は管理すること。

サ 海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律（昭和４５年法律第１３６号）第３条第１４号に規定する廃油処理施設を設置し、又は管理

すること。

シ 航路標識法（昭和２４年法律第９９号）第１条第２項に規定する航路標識（以下「航路標識」という。）その他船舶の交通の安全を確

保するための施設を設置し、又は管理すること。

ス 船舶又は積荷の急迫した危難を避けるための応急措置として仮設の工作物を新築すること。

セ 航空法（昭和２７年法律第２３１号）第２条第５項に規定する航空保安施設を設置し、又は管理すること。

ソ 郵便差出箱、集合郵便受箱、信書便差出箱、公衆電話施設又は電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号）第１４１条第３項に規定する

陸標を設置し、又は管理すること。

タ 電気供給のための電線路、有線電気通信のための線路又は空中線系（その支持物を含む。）を設置し、又は管理すること。

チ 気象、地象、地動、地球磁気、地球電気又は水象の観測のための施設を設置し、又は管理すること。

ツ 送水管、ガス管、電気供給のための電線路、有線電気通信のための線路その他これらに類する工作物を道路に埋設し、又は管理す

ること。

愛 媛 県 報平成２０年９月３０日 第２００３号
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テ 消防又は水防の用に供する望楼又は警鐘台を設置すること。

ト 法令の規定により、又は保安の目的で標識を設置し、又は管理すること。

ナ この号に掲げる行為を行うための仮設の工作物（宿舎を除く。）を当該行為に係る工事敷地内において設置すること。

ニ 放送法（昭和２５年法律第１３２号）第２条に規定する放送の業務、有線ラジオ放送業務の運用の規正に関する法律（昭和２６年法律第

１３５号）第２条に規定する有線ラジオ放送の業務、有線放送電話に関する法律（昭和３２年法律第１５２号）第２条第２項に規定する有

線放送電話業務、有線テレビジョン放送法（昭和４７年法律第１１４号）第２条第１項に規定する有線テレビジョン放送の業務又は電気

通信事業法第２条第４号に規定する電気通信事業の用に供する施設の管理のために必要な行為

ヌ 水力、火力又は原子力による発電のため必要なダム、水路、貯水池、建物、機械、器具その他の工作物の設置若しくは改良又はこ

れらのため必要な工作物の設置若しくは改良及び送電変電施設の整備、ガス事業法（昭和２９年法律第５１号）第２条第１０項に規定する

ガス事業又は工業用水道事業法（昭和３３年法律第８４号）第２条第４項に規定する工業用水道事業を行う者が行う保安の確保のために

必要な行為

ネ 文化財保護法（昭和２５年法律第２１４号）第２７条第１項の規定により指定された重要文化財、同法第７８条第１項の規定により指定さ

れた重要有形民俗文化財、同法第９２条第１項に規定する埋蔵文化財、同法第１０９条第１項の規定により指定され、若しくは同法第１

１０条第１項の規定により仮指定された史跡名勝天然記念物若しくは同法第１３４条第１項の規定により選定された重要文化的景観又は

愛媛県文化財保護条例（昭和３２年愛媛県条例第１１号）第１０条第１項の規定により指定された県指定有形文化財、同条例第３２条第１項

の規定により指定された県指定有形民俗文化財若しくは同条例第３７条第１項の規定により指定された県指定史跡名勝天然記念物の保

存のための行為

ノ 鉱業法（昭和２５年法律第２８９号）第４条に規定する鉱業、採石法（昭和２５年法律第２９１号）第１０条第１項第３号に規定する採石業

又は砂利採取法（昭和４３年法律第７４号）第２条に規定する砂利採取業を行うこと。

ハ 農業、林業又は漁業を営むために行う行為

ヒ 森林法第２５条第１項若しくは第２項若しくは第２５条の２第１項若しくは第２項の規定により指定された保安林の区域又は同法第４１

条の規定により指定された保安施設地区（以下「保安林の区域等」という。）において同法第３４条第２項（同法第４４条において準用

する場合を含む。）の許可を受けた者が行う当該許可に係る行為又は同項各号に該当する場合の同項に規定する行為

（捕獲等の目的）

第６条 条例第１３条第１項の規則で定める目的は、教育の目的、特定希少野生動植物の個体の生息状況又は生育状況の調査の目的その他特

定希少野生動植物の保護に資すると認められる目的とする。

（捕獲等の許可の申請及び許可証等）

第７条 条例第１３条第２項の規定による許可の申請は、特定希少野生動植物捕獲等許可申請書（届出書）（様式第１号）を知事に提出して

行うものとする。

２ 前項の申請書には、次に掲げる図面及び写真を添付しなければならない。

� 捕獲等をする区域（移動又は移植をしようとする場合にあっては、移動又は移植をする区域を含む。）の状況を明らかにした図面

� 捕獲等をした個体を飼養栽培し、又は繁殖させようとする場合にあっては、飼養栽培施設又は繁殖施設の規模及び構造を明らかにし

た図面及びカラー写真

� 捕獲等をしようとする個体が動物である場合にあっては、捕獲等の方法を明らかにした図面

３ 条例第１３条第５項の許可証（以下この条において「許可証」という。）の様式は、特定希少野生動植物捕獲等許可証（様式第２号）と

する。

４ 条例第１３条第６項の規定による従事者証の交付の申請は、特定希少野生動植物捕獲等従事者証交付申請書（様式第３号）を知事に提出

して行うものとする。

５ 条例第１３条第６項の従事者証（以下この条において「従事者証」という。）の様式は、特定希少野生動植物捕獲等従事者証（様式第４

号）とする。

６ 条例第１３条第７項の規定による許可証又は従事者証の再交付の申請は、特定希少野生動植物捕獲等許可証（従事者証）再交付申請書

（様式第５号）を知事に提出して行うものとする。

７ 条例第１３条第１項の許可を受けた者は、その許可が効力を失った日から起算して３０日以内に許可証又は従事者証を知事に返納しなけれ

ばならない。

８ 条例第１３条第１項の許可を受けた者は、前項の規定により許可証を返納する場合にあっては、捕獲等に係る個体の捕獲等の場所別の数

量及び処置の概要を知事に報告しなければならない。

９ 条例第１３条第７項の規定により許可証又は従事者証の再交付を受けた者は、その再交付を受けた後において亡失した許可証又は従事者

証を回復したときは、速やかに、当該回復した許可証又は従事者証を知事に返納しなければならない。

（個体の取扱方法）

第８条 条例第１３条第９項の規則で定める方法は、次に掲げるものとする。

� 個体を飼養栽培する場合にあっては、適当な飼養栽培施設に収容すること。

� 個体の生息若しくは生育に適した条件を維持し、又は当該個体を損傷しないよう適切に管理すること。

第３節 生息地等の保護に関する規制

愛 媛 県 報平成２０年９月３０日 第２００３号

９８７



（特定希少野生動植物保護区の指定の公告）

第９条 条例第１９条第４項の規定による公告は、次に掲げる事項を県報に掲載して行うものとする。

� 特定希少野生動植物保護区の名称

� 条例第１９条第２項に規定する指定の区域等の案

� 前号に掲げる事項の縦覧場所

（特定希少野生動植物保護区の指定等に係る公聴会）

第１０条 第４条の規定は、条例第１９条第６項（条例第２１条第７項において読み替えて準用する場合を含む。）の規定により開催する公聴会

について準用する。

（特定希少野生動植物保護区における行為の許可の申請）

第１１条 条例第２０条第２項の規定による許可の申請は、特定希少野生動植物保護区内行為許可申請書（届出書）（様式第６号）を知事に提

出して行うものとする。

２ 前項の申請書には、次に掲げる図面及び写真を添付しなければならない。

� 行為地の位置を明らかにした縮尺５万分の１以上の地形図

� 行為地及びその付近の状況を明らかにした縮尺５，０００分の１以上の概況図及びカラー写真

� 行為の施行方法を明らかにした縮尺１，０００分の１以上の平面図、立面図、断面図及び構造図

（既着手行為の届出）

第１２条 条例第２０条第５項の規則で定める事項は、次に掲げるものとする。

� 行為者の住所及び氏名（法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名）

� 行為の種類

� 行為の目的

� 行為の場所

� 行為地及びその付近の状況

� 行為の施行方法

� 行為の着手日及び完了予定日

２ 条例第２０条第５項の規定による届出は、特定希少野生動植物保護区内既着手行為届出書（様式第７号）を知事に提出して行わなければ

ならない。

３ 前項の届出書には、次に掲げる図面及び写真を添付しなければならない。

� 行為地の位置を明らかにした縮尺５万分の１以上の地形図

� 行為地及びその付近の状況を明らかにした縮尺５，０００分の１以上の概況図及びカラー写真

� 行為の施行方法を明らかにした縮尺１，０００分の１以上の平面図、立面図、断面図及び構造図

（特定希少野生動植物保護区における許可を要しない行為）

第１３条 条例第２０条第６項第２号の規則で定める行為は、次に掲げるものとする。

� 工作物を新築し、改築し、又は増築することであって次に掲げるもの
じ

ア 森林の保護管理のための標識又は野生鳥獣の保護増殖のための標識、巣箱、給餌台若しくは給水台を設置すること。

イ 砂防法（明治３０年法律第２９号）第１条に規定する砂防設備、海岸法（昭和３１年法律第１０１号）第２条第１項に規定する海岸保全施

設、地すべり等防止法第２条第３項に規定する地すべり防止施設、急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和４４年法律第

５７号）第２条第２項に規定する急傾斜地崩壊防止施設又は雪崩の防止のための施設を改築し、又は増築すること。

ウ 河川法（昭和３９年法律第１６７号）第３条第２項に規定する河川管理施設を改築し、若しくは増築すること又は河川を局部的に改良

することであって河川の現状に著しい変更を及ぼさないもの

エ 砂防法第２条の規定により指定された土地、海岸法第３条に規定する海岸保全区域、地すべり等防止法第３条第１項に規定する地

すべり防止区域、河川法第６条第１項に規定する河川区域又は急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第３条に規定する急傾

斜地崩壊危険区域の管理のために標識、くい、警報機、雨量観測施設、水位観測施設その他これらに類する工作物を設置すること。

オ 法令の規定により、又は保安の目的で標識、くい、警報機、雨量観測施設、水位観測施設その他これらに類する工作物を設置する

こと。

カ 測量法第１０条第１項に規定する測量標又は水路業務法第５条第１項に規定する水路測量標を設置すること。

キ 漁港漁場整備法第３条第１号に掲げる施設、同条第２号イからハまで、ル若しくはヲに掲げる施設（同号イに掲げる施設について

は駐車場及びヘリポートを除き、同号ハに掲げる施設については公共施設用地に限る。）、特定希少野生動植物保護区が指定された

際現に同法第４０条の規定により漁港施設とみなされている施設又は同条の規定により漁港施設とみなされた施設であって条例第２０条

第１項の規定による許可を受けて設置されたもの（条例第４１条第２項の規定による協議に係るものを含む。）を改築し、又は増築す

ること。

ク 漁港漁場整備法第３４条に規定する漁港管理規程に基づき標識を設置すること。

ケ 沿岸漁業の生産基盤の整備及び開発を行うために必要な沿岸漁業の構造の改善に関する事業に係る施設を改築し、又は増築するこ

と。
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コ 海洋水産資源開発促進法第７条に規定する沿岸水産資源開発計画に基づく事業に係る増殖又は養殖のための施設を改築し、又は増

築すること。

サ 漁港漁場整備法第６条の３第１項に規定する漁港漁場整備長期計画に基づく沿岸漁業に係る魚礁の設置若しくは水産動植物の増殖

場及び養殖場の造成若しくは沿岸漁場の保全に関する事業又は沿岸漁場整備開発法（昭和４９年法律第４９号）第６条第１項に規定する

基本方針若しくは同法第７条の２第１項に規定する基本計画に基づく水産動物の種苗の生産及び放流並びに水産動物の育成に関する

事業に係る施設を改築し、又は増築すること。

シ 道路を改築し、又は増築すること（小規模の拡幅、舖装、こう配の緩和、線形の改良その他道路の現状に著しい変更を及ぼさない

ものに限る。）。
さく

ス 信号機、防護柵、土留よう壁その他道路、鉄道、軌道又は索道の交通の安全を確保するための施設を改築し、又は増築すること

（信号機にあっては、新築することを含む。）。

セ 鉄道施設、軌道に関する工作物又は索道施設を維持し、又は管理することに伴い、当該工作物を改築し、又は増築すること。

ソ 鉄道、軌道若しくは索道の駅舎又は自動車若しくは船舶による旅客運送事業の営業所若しくは待合所において、駅名板、停留所標

識又は料金表、運送約款その他これらに類するものを表示した施設を設置すること。

タ 鉄道、軌道又は索道のプラットホーム（上家を含む。）を改築し、又は増築すること。

チ 海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律第３条第１４号に規定する廃油処理施設を改築し、又は増築すること。

ツ 港湾法（昭和２５年法律第２１８号）第２条第５項に規定する港湾施設又は同条第６項の規定により港湾施設とみなされた施設を改築

し、又は増築すること。

テ 航路標識その他船舶の交通の安全を確保するための施設を改築し、又は増築すること。

ト 船舶又は積荷の急迫した危難を避けるための応急措置として仮設の工作物を新築すること。

ナ 航空法第２条第５項に規定する航空保安施設を改築し、又は増築すること。

ニ 郵便差出箱、集合郵便受箱、信書便差出箱、公衆電話施設又は電気通信事業法第１４１条第３項に規定する陸標を改築し、又は増築

すること。

ヌ 有線電気通信のための線路又は空中線系（その支持物を含む。）を改築し、又は増築すること。

ネ 電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第２条第１項第１６号に規定する電気工作物を改築し、又は増築すること（その現状に著しい

変更を及ぼさないものに限る。）。

ノ 電柱を設置すること。

ハ 気象、地象、地動、地球磁気、地球電気又は水象の観測のための施設を設置すること。

ヒ 環境又は地質の調査のための測定機器を設置すること。

フ 水道法（昭和３２年法律第１７７号）第３条第８項に規定する水道施設、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）

第８条第１項に規定する一般廃棄物処理施設又は同法第１５条第１項に規定する産業廃棄物処理施設を改築し、又は増築すること。

ヘ 送水管、ガス管、電気供給のための電線路、有線電気通信のための線路その他これらに類する工作物を道路に埋設すること。

ホ 送水管を農地に埋設すること。

マ 社寺境内地又は墓地において鳥居、灯ろう、墓碑その他これらに類するものを設置すること。

ミ 消防又は水防の用に供する望楼、警鐘台その他これらに類するものを改築し、又は増築すること。

ム 宅地のよう壁又は排水施設その他宅地の災害の防止のために必要な施設を改築し、又は増築すること。

メ 農業用用排水施設を改築し、又は増築すること（河川又は農業用用排水路の現状に著しい変更を及ぼさないものに限る。）。

モ 建築物の存する敷地内において次に掲げる工作物を新築し、改築し、又は増築すること（�又は�に掲げる工作物の改築又は増築
にあっては、改築後又は増築後において�又は�に掲げるものとなる場合における改築又は増築に限る。）。
� 空中線系（その支持物を含む。）その他これに類するもの

� 当該建築物の高さを超えない高さの物干場

� 旗ざおその他これに類するもの

� 門、塀、給水設備又は消火設備

� 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第２条第３号に規定する建築設備

� 地下に設ける工作物（建築物を除く。）

� 高さが５メートル以下のその他の工作物（建築物を除く。）

ヤ 条例第２０条第１項の規定による許可を受けた行為（条例第４１条第２項の規定による協議に係る行為を含む。）又はこの条の各号に

掲げる行為を行うための仮設の工作物（宿舎を除く。）を、当該行為に係る工事敷地内において設置すること。

� 建築物の存する敷地内において土地の形質を変更すること。

� 条例第２０条第１項第３号に掲げる行為であって、次に掲げるもの

ア 建築物の存する敷地内において、鉱物を採掘し、又は土石を採取すること。

イ 鉱業法第５条に規定する鉱業権の設定されている土地の区域内において鉱物の採掘のための試すいを行うこと。

ウ 露天掘りでない方法により、鉱物を採掘し、又は土石を採取すること。

エ 地質の調査のためにボーリングを行うこと。
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オ 環境の調査のために、岩片若しくは石片を採取し、又は採泥を行うこと。

カ 水又は温泉をゆう出させるために試掘を行うこと（試掘坑の坑底直径が３０センチメートル以下のものであって周辺の自然環境への

影響を緩和するための措置を講ずるものに限る。）。

キ 大学における教育又は学術研究のために、鉱物を採掘し、又は土石を採取すること（あらかじめ知事に届け出たもの（公立の大学

にあっては、知事に通知したもの）に限る。）。

� 建築物の存する敷地内の池沼等を埋め立てること。

� 条例第２０条第１項第５号に掲げる行為であって、次に掲げるもの

ア 建築物の存する敷地内の池沼等の水位又は水量に増減を及ぼさせること。

イ 田畑内の池沼等の水位又は水量に増減を及ぼさせること。

ウ 特定希少野生動植物保護区が指定された際既にその設置に着手していた工作物を操作することにより、河川、湖沼等の水位又は水

量に増減を及ぼさせること。

� 条例第２０条第１項第６号に掲げる行為であって、次に掲げるもの

ア 建築物の存する敷地内において高さ１０メートル以下の木竹を伐採すること。

イ 自家の生活の用に充てるために木竹を択伐すること（単木択伐に限る。）。

ウ 森林の保育のために下刈りし、つる切りし、又は間伐すること。

エ 枯損した木竹又は危険な木竹を伐採すること。

オ 測量、実地調査又は施設の保守の支障となる木竹を伐採すること。

カ 気象、地象、地球磁気、地球電気又は水象の観測の支障となる木竹を伐採すること。

キ 航路標識の障害となる木竹を伐採すること。

� 条例第２０条第１項第８号に掲げる行為であって、次に掲げるもの

ア 砂防法第１条に規定する砂防設備、森林法第４１条第３項に規定する保安施設事業に係る施設、海岸法第２条第１項に規定する海岸

保全施設、地すべり等防止法第２条第３項に規定する地すべり防止施設、河川法第３条第２項に規定する河川管理施設、急傾斜地の

崩壊による災害の防止に関する法律第２条第２項に規定する急傾斜地崩壊防止施設又は雪崩の防止のための施設から汚水又は廃水を

排出すること。

イ 漁港漁場整備法第２５条の規定により指定された漁港管理者が維持管理する同法第３条に規定する漁港施設から汚水又は廃水を排出

すること。

ウ 船舶から冷却水を排出すること。

エ 下水道（下水道法（昭和３３年法律第７９号）第２条第３号に規定する公共下水道、同条第４号に規定する流域下水道及び同条第５号

に規定する都市下水路をいう。以下同じ。）に汚水若しくは廃水を排出すること又は下水道から汚水若しくは廃水を排出すること。

オ 住宅から汚水又は廃水を排出すること（し尿を排出することを除く。）。

カ 建築基準法第３１条第２項に規定するし尿浄化槽（建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）第３２条に規定する処理対象人員に応

じた性能を有するものに限る。）から汚水又は廃水を排出すること。

キ 水道法第３条第８項に規定する水道施設、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第８条第１項に規定する一般廃棄物処理施設又は同

法第１５条第１項に規定する産業廃棄物処理施設に設けられる排水処理設備から汚水又は廃水を排出すること。

ク 海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律第３条第１号に規定する船舶又は同条第１０号に規定する海洋施設から汚水又は廃水を

排出すること。

� 条例第２０条第１項第９号に掲げる行為であって、次に掲げるもの

ア 砂防法第１条に規定する砂防設備の管理若しくは維持又は同法第２条の規定により指定された土地の監視のために、車馬若しくは

動力船を使用し、又は航空機を着陸させること。

イ 海岸法第３条に規定する海岸保全区域の管理のために、車馬若しくは動力船を使用し、又は航空機を着陸させること。

ウ 地すべり等防止法第３条第１項に規定する地すべり防止区域の管理又は同項の規定による地すべり防止区域の指定を目的とする調

査のために、車馬若しくは動力船を使用し、又は航空機を着陸させること。

エ 河川法第３条第１項に規定する河川その他の公共の用に供する水路の管理又はその指定を目的とする調査（同法第６条第１項に規

定する河川区域の指定、同法第５４条第１項の規定による河川保全区域の指定又は同法第５６条第１項の規定による河川予定地の指定を

目的とするものを含む。）のために、車馬若しくは動力船を使用し、又は航空機を着陸させること。

オ 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第３条第１項に規定する急傾斜地崩壊危険区域の管理又は同項の規定による急傾斜

地崩壊危険区域の指定を目的とする調査のために、車馬若しくは動力船を使用し、又は航空機を着陸させること。

カ 雪崩の防止のための工事を目的とする調査のために、車馬若しくは動力船を使用し、又は航空機を着陸させること。

キ 遊漁船業の適正化に関する法律（昭和６３年法律第９９号）第２条第１項に規定する遊漁船業を営むために車馬又は動力船を使用する

こと。

ク 土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第２条第２項第１号に規定する土地改良施設の管理のために、車馬若しくは動力船を使用し、

又は航空機を着陸させること。

ケ 海上運送法（昭和２４年法律第１８７号）第３条の規定により一般旅客定期航路事業の許可を受けた者、同法第２０条の規定により不定
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期航路事業の届出をした者又は同法第２１条の規定により旅客不定期航路事業の許可を受けた者が当該事業を営むために動力船を使用

すること。

コ 港湾法第４条の規定により設立された港務局が海面の清掃又は浮遊油の回収のために動力船を使用すること。

� 前各号に掲げるもののほか、次に掲げる行為

ア 保安林の区域等における森林法第３４条第２項（同法第４４条において準用する場合を含む。）の許可を受けた者が行う当該許可に係

る行為（条例第２０条第１項第６号、第９号及び第１１号から第１３号までに掲げるものを除く。）

イ 保安林の区域等における森林法第３４条第２項各号に該当する場合の同項（同法第４４条において準用する場合を含む。）に規定する

行為（森林法施行規則（昭和２６年農林省令第５４号）第２２条の１１第１項第１号に規定する事業又は工事を実施する行為にあっては条例

第２０条第１項第１２号及び第１３号に掲げるものを、その他の行為にあっては条例第２０条第１項第９号及び第１１号から第１３号までに掲げ

るものを除く。）

ウ 水産資源保護法（昭和２６年法律第３１３号）第１７条第１項に規定する保護水面の管理計画に基づいて行う行為（条例第２０条第１項第

７号及び第１０号から第１３号までに掲げるものを除く。）

エ 農業、林業又は漁業を営むために行う行為。ただし、次に掲げるものを除く。

� 条例第２０条第１項第７号及び第１０号から第１３号までに掲げるもの

� 住宅又は高さが５メートルを超え、若しくは床面積の合計が１００平方メートルを超える建築物（仮設のものを除く。）を新築し、

改築し、又は増築すること（改築後又は増築後において、高さが５メートルを超え、又は床面積の合計が１００平方メートルを超え

るものとなる場合における改築又は増築を含む。）。

� 用排水施設（幅員が２メートル以下の水路を除く。）又は幅員が２メートルを超える農道若しくは林道を新築し、改築し、又は

増築すること（改築後又は増築後において幅員が２メートルを超えるものとなる場合における改築又は増築を含む。）。

� 農用地の災害を防止するためのダムを新築すること。

� 宅地を造成し、又は土地を開墾すること。

� 水面を埋め立て、又は干拓すること。

� 森林である土地の区域内において木竹を伐採すること。

オ 国又は地方公共団体（以下「国等」という。）の試験研究機関の用地内において試験研究として行う行為（条例第２０条第１項第７

号及び第１０号から第１３号までに掲げるものを除く。）

カ 大学の用地内において教育又は学術研究として行う行為（条例第２０条第１項第７号及び第１０号から第１３号までに掲げるものを除く。）

キ 鉄道施設、軌道に関する工作物又は索道施設を維持し、又は管理すること（条例第２０条第１項第７号及び第１０号から第１３号までに

掲げる行為を除く。）。

ク 文化財保護法第２７条第１項の規定により指定された重要文化財、同法第７８条第１項の規定により指定された重要有形民俗文化財、

同法第９２条第１項に規定する埋蔵文化財、同法第１０９条第１項の規定により指定され、若しくは同法第１１０条第１項の規定により仮

指定された史跡名勝天然記念物若しくは同法第１３４条第１項の規定により選定された重要文化的景観又は愛媛県文化財保護条例第１０

条第１項の規定により指定された県指定有形文化財、同条例第３２条第１項の規定により指定された県指定有形民俗文化財若しくは同

条例第３７条第１項の規定により指定された県指定史跡名勝天然記念物の保存のための行為（建築物の新築並びに条例第２０条第１項第

７号及び第１０号から第１３号までに掲げるものを除く。）

ケ 特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する法律（平成１６年法律第７８号）第３章の規定による防除に係る特定外来生物

の捕獲、採取又は殺処分を行うこと。

コ 犯罪の予防又は捜査、遭難者の救助その他これらに類する行為

サ 法令に基づく検査、調査その他これらに類する行為

シ 法令又はこれに基づく処分による義務の履行として行う行為

ス 工作物の修繕のための行為

� 条例第２０条第６項第３号に掲げる行為に附帯する行為又は前各号に掲げる行為に附帯する行為

（非常災害に対する必要な応急措置としての行為の届出）

第１４条 条例第２０条第７項の規定による届出は、特定希少野生動植物保護区内非常災害対策応急措置行為届出書（様式第８号）を知事に提

出して行うものとする。

２ 前項の届出書には、行為地の位置を明らかにした縮尺５万分の１以上の地形図を添付しなければならない。

（立入制限地区内への立入りの制限の対象とならない行為）

第１５条 条例第２１条第４項第２号の規則で定める行為は、次に掲げるものとする。

� 第５条第４号ニ、第１３条第１号エ、カ若しくはハ又は同条第９号コからスまでに掲げる行為

� 森林の保護管理若しくは野生鳥獣の保護増殖を行うこと又はそのための標識を設置すること。

� 地下において、鉱物を採掘し、又は土石を採取すること。

� 測量法第３条の規定による測量又は水路業務法第２条第１項の規定による水路測量を行うこと。

� 気象、地象、地動、地球磁気、地球電気又は水象の観測を行うこと。

� 電気事業法第２条第１項第１６号に規定する電気工作物、ガス事業法第２条第１３項に規定するガス工作物、熱供給事業法（昭和４７年法
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律第８８号）第２条第４項に規定する熱供給施設又は工業用水道事業法第２条第６項に規定する工業用水道施設の保安のための行為

� 文化財保護法第１０９条第１項の規定により指定され、若しくは同法第１１０条第１項の規定により仮指定された史跡名勝天然記念物又

は愛媛県文化財保護条例第３７条第１項の規定により指定された県指定史跡名勝天然記念物の保存のための行為（建築物を新築すること

及び土地の形質を変更することを除く。）

� 特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する法律第３章の規定による防除のうち、緊急に防除を行う必要があると環境大

臣が認める場合における、当該防除に係る特定外来生物の捕獲、採取又は殺処分を行うこと。

� 前各号に掲げる行為に附帯する行為

（立入制限地区内への立入りの許可の申請）

第１６条 条例第２１条第５項の規定による許可の申請は、立入制限地区内立入許可申請書（様式第９号）を知事に提出して行うものとする。

２ 前項の申請書には、位置図及び立ち入る巡路又は範囲その他立入りの方法を明らかにした図面を添付しなければならない。

（立入制限地区の指定の公告）

第１７条 条例第２１条第７項において読み替えて準用する条例第１９条第４項の規定による公告は、次に掲げる事項を県報に掲載して行うもの

とする。

� 立入制限地区の名称

� 立入制限地区の指定の区域の案

� 前号に掲げる事項の縦覧場所

第４節 保護管理事業

（保護管理事業の確認の申請）

第１８条 市町は、条例第２７条第２項の確認を受けようとするときは、保護管理事業（変更）確認申請書（様式第１０号）を知事に提出しなけ

ればならない。

２ 前項の申請書には、保護管理事業の事業計画書を添付しなければならない。

（保護管理事業の認定の申請）

第１９条 国等以外の者は、条例第２７条第３項の認定を受けようとするときは、保護管理事業（変更）認定申請書（様式第１１号）を知事に提

出しなければならない。

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。

� 保護管理事業の事業計画書

� 申請者の略歴を記載した書類（法人その他の団体にあっては、現に行っている業務又は活動の概要を記載した書類）

� 法人にあっては、定款又は寄附行為、登記事項証明書並びにその役員の氏名及び略歴を記載した書類

� 法人以外の団体にあっては、当該団体の構成員の住所及び氏名並びに代表者の略歴を記載した書類その他知事が必要と認める書類

３ 条例第２７条第３項の認定を受けた者が、住所又は氏名（法人にあっては主たる事務所の所在地、名称又は代表者の氏名、法人以外の団

体にあっては名称又は代表者の住所若しくは氏名）を変更したときは、速やかにその旨を知事に届け出なければならない。

（認定保護管理事業の告示）

第２０条 条例第２７条第４項の規定による告示は、認定を受けた保護管理事業を行う者の住所及び氏名（法人にあっては主たる事務所の所在

地、名称及び代表者の氏名、法人以外の団体にあっては名称並びに代表者の住所及び氏名）並びに認定を受けた保護管理事業の事業計画

を県報に掲載して行うものとする。

（保護管理事業の廃止等の通知）

第２１条 条例第２９条第１項の規定による通知は、認定保護管理事業廃止等通知書（様式第１２号）を速やかに知事に提出して行わなければな

らない。

第３章 野生動植物保護推進員

第２２条 条例第４０条第４項の規則で定める調査は、次に掲げるものとする。

� 特定希少野生動植物の個体に関する研究又は教育を目的とする調査であって、あらかじめ知事に届け出たもの

� 特定希少野生動植物の個体の保護のための移動又は移植を目的とする調査であって、あらかじめ知事に届け出たもの

２ 知事は、推進員が、その職務の遂行に支障があるとき、その職務を怠ったとき、又は条例の規定に違反し、その他推進員たるにふさわ

しくない非行があったときは、その推進員を解任することがある。

３ 推進員は、第１項各号に掲げる調査のために特定希少野生動植物の捕獲等をするときは、愛媛県野生動植物保護推進員証（様式第１３号）

を携帯し、関係者に提示しなければならない。

４ 推進員は、第１項各号に掲げる調査のために特定希少野生動植物の捕獲等をしたときは、知事が定めるところにより知事に報告するも

のとする。

第４章 雑則

（国等に関する協議の適用除外等）

第２３条 条例第４１条第２項の規則で定める場合は、次に掲げる場合とする。

� 特定希少野生動植物の生きている個体の捕獲等をする場合であって、次に掲げるとき。

ア 国等の試験研究機関が試験研究のために捕獲等をするとき（あらかじめ知事に通知したときに限る。）。
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イ 傷病その他の理由により緊急に保護を要する個体の捕獲等をするとき（捕獲等をした後３０日以内に知事に通知したときに限る。）。

ウ 次に掲げる行為に伴って捕獲等をするとき。

� 砂防法第２条の規定により指定された土地の管理を行い、又は当該土地において同法第１条に規定する砂防工事を行うこと。

� 海岸法第３条第１項に規定する海岸保全区域の管理を行い、又は同法第２条第１項に規定する海岸保全施設に関する工事を行う

こと。

� 地すべり等防止法第３条第１項に規定する地すべり防止区域の管理を行い、又は同法第２条第４項に規定する地すべり防止工事

を行うこと。

� 河川法第６条第１項に規定する河川区域の管理を行い、又は当該区域内において同法第８条に規定する河川工事を行うこと。

� 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第３条第１項に規定する急傾斜地崩壊危険区域の管理を行い、又は同法第２条第

３項に規定する急傾斜地崩壊防止工事を行うこと。

� 森林法第４１条第３項に規定する保安施設事業又は地すべり等防止法に基づくぼた山崩壊防止工事を行うこと。

� 文化財保護法第２７条第１項の規定による重要文化財の指定、同法第７８条第１項の規定による重要有形民俗文化財の指定、同法第

１０９条第１項の規定による史跡名勝天然記念物の指定若しくは同法第１１０条第１項の規定による史跡名勝天然記念物の仮指定のた

めの行為若しくは同法第９２条第１項に規定する埋蔵文化財の調査又は愛媛県文化財保護条例第１０条第１項の規定による県指定有形

文化財の指定、同条例第３２条第１項の規定による県指定有形民俗文化財の指定若しくは同条例第３７条第１項の規定による県指定史

跡名勝天然記念物の指定のための行為

� 第５条第４号ネに掲げる行為（あらかじめ知事に通知したものに限る。）

	 法令に基づき国等の任務とされている遭難者を救助するための業務（当該業務及び非常災害に対処するための業務に係る訓練を

含む。）、犯罪の予防又は捜査その他の公共の秩序を維持するための業務、交通の安全を確保するための業務、水路業務その他こ

れらに類する業務を行うために、車馬若しくは動力船を使用し、又は航空機を着陸させること。

エ 個体の保護のための移動又は移植を目的として当該個体の捕獲等をする場合であって、次に掲げる行為に伴うとき。

� 第５条第４号アからヒまで（ネを除く。）に掲げる行為

� 砂防法第２条の規定により指定された土地以外の土地において同法第１条に規定する砂防設備に関する工事を行うこと。

� 河川法第６条第１項に規定する河川区域以外の区域において同法第３条第２項に規定する河川管理施設の工事を行うこと。

� 雪崩の防止のための工事を行うこと。

� 都市公園法（昭和３１年法律第７９号）第２条第１項に規定する都市公園又は都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第４条第６項に

規定する都市計画施設である公園、緑地若しくは墓園（以下「都市公園等」という。）を設置し、又は管理すること。

� 下水道を設置し、又は管理すること。

オ 警察法（昭和２９年法律第１６２号）第２条第１項に規定する警察の責務として行うとき。

� 条例第２０条第１項の許可を受けるべき行為に該当する行為をする場合であって、次に掲げるとき。

ア 工作物を新築し、改築し、又は増築する場合であって、次に掲げるとき。

� 下水道を改築し、又は増築するとき。

� ダム又は湖沼水位調節施設を改築するとき。

� 標識、くい、警報機、雨量観測施設、水位観測施設その他これらに類する工作物を設置するとき。

イ 国等の試験研究機関が、試験研究のために、鉱物を採掘し、又は土石を採取するとき（あらかじめ知事に通知したときに限る。）。

ウ 条例第２０条第１項第９号に掲げる行為をする場合であって、次に掲げるとき。

� 漁港漁場整備法第６条第１項から第４項までの規定により指定された漁港の区域の管理又は調査のために、車馬若しくは動力船

を使用し、又は航空機を着陸させるとき。

� 漁業取締りのために、車馬若しくは動力船を使用し、又は航空機を着陸させるとき。

� 海面の清掃又は浮遊油の回収のために動力船を使用するとき。

� 国等の試験研究機関が、試験研究のために、車馬若しくは動力船を使用し、又は航空機を着陸させるとき（あらかじめ知事に通

知したときに限る。）。

� 法令に基づき国等の任務とされている遭難者を救助するための業務（当該業務及び非常災害に対処するための業務に係る訓練を

含む。）、犯罪の予防又は捜査その他の公共の秩序を維持するための業務、交通の安全を確保するための業務、水路業務その他こ

れらに類する業務を行うために、車馬若しくは動力船を使用し、又は航空機を着陸させるとき。

� 自衛隊が車馬若しくは動力船を使用し、又は航空機を着陸させるとき。

エ 国等の試験研究機関が、試験研究のために野生生物の個体その他の物の捕獲等をするとき。

オ アからエまでに掲げるもののほか、次に掲げるとき。

� ダム又は湖沼水位調節施設を管理するとき（条例第２０条第１項第７号及び第１０号から第１３号までに掲げる行為をするときを除く。）。

� 都市公園等を設置し、又は管理するとき（条例第２０条第１項第７号及び第１０号から第１３号までに掲げる行為をするとき、並びに

都市計画法第１８条第３項（同法第２１条第２項において準用する場合を含む。）の規定により国土交通大臣に協議し、その同意を得

た都市計画に基づく都市計画事業の施行として行う場合以外の場合であって、水平投影面積が１，０００平方メートルを超える工作物

を新築し、改築し、又は増築するとき（改築後又は増築後において水平投影面積が１，０００平方メートルを超えるものとなる改築又
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は増築をするときを含む。）を除く。）。

� 文化財保護法第２７条第１項の規定による重要文化財の指定、同法第７８条第１項の規定による重要有形民俗文化財の指定、同法第

１０９条第１項の規定による史跡名勝天然記念物の指定、同法第１１０条第１項の規定による史跡名勝天然記念物の仮指定若しくは同

法第１３４条第１項の規定による重要文化的景観の選定のための行為、同法第９２条第１項に規定する埋蔵文化財の調査又は愛媛県文

化財保護条例第１０条第１項の規定による県指定有形文化財の指定、同条例第３２条第１項の規定による県指定有形民俗文化財の指定

若しくは同条例第３７条第１項の規定による県指定史跡名勝天然記念物の指定のための行為をするとき。

� 警察法第２条第１項に規定する警察の責務としての行為をするとき。

カ アからオまでに掲げるものに附帯する行為をするとき。

� 条例第２１条第４項第３号の許可を受けるべき行為に該当する行為をする場合であって、次に掲げる行為をするものであるとき。

ア 雪崩の防止のための施設を設置すること。

イ 森林病害虫等防除法（昭和２５年法律第５３号）第６条第１項の規定による立入検査に伴い木竹を伐採し、又は損傷すること。

ウ 国等の試験研究機関が、試験研究のために農林水産物に損害を与える病害虫等（それらの卵を含む。）の捕獲等をすること（あら

かじめ知事に通知したものに限る。）。

エ 第１号ウ�に掲げる行為
オ 第５条第４号ネに掲げる行為

カ 海上保安庁が、航路標識を設置し、若しくは管理すること又は水路業務を行うこと。

キ ダム又は湖沼水位調節施設を改築し、又は管理すること。

ク 自衛隊法（昭和２９年法律第１６５号）第３条第１項に規定する自衛隊の任務として行う行為

ケ 警察法第２条第１項に規定する警察の責務として行う行為

コ アからケまでに掲げる行為に附帯する行為

２ 条例第４１条第３項の規則で定める場合は、次に掲げる場合とする。

� 工作物を新築し、改築し、又は増築する場合であって、前項第２号ア�から�までに掲げるとき。
� 前号に掲げるもののほか、次に掲げる場合

ア 砂防法第２条の規定により指定された土地、海岸法第３条第１項に規定する海岸保全区域、地すべり等防止法第３条第１項に規定

する地すべり防止区域、河川法第３条第１項に規定する河川又は急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第３条第１項に規定

する急傾斜地崩壊危険区域を管理する場合

イ ダム又は湖沼水位調節施設を管理する場合

ウ 都市公園等を設置し、又は管理する場合（都市計画法第１８条第３項（同法第２１条第２項において準用する場合を含む。）の規定に

より国土交通大臣に協議し、その同意を得た都市計画に基づく都市計画事業の施行として行う場合以外の場合であって、水平投影面

積が１，０００平方メートルを超える工作物を新築し、改築し、又は増築するとき（改築後又は増築後において水平投影面積が１，０００平

方メートルを超えるものとなる改築又は増築をするときを含む。）を除く。）

エ 文化財保護法第２７条第１項の規定による重要文化財の指定、同法第７８条第１項の規定による重要有形民俗文化財の指定、同法第１０

９条第１項の規定による史跡名勝天然記念物の指定、同法第１１０条第１項の規定による史跡名勝天然記念物の仮指定若しくは同法第

１３４条第１項の規定による重要文化的景観の選定のための行為、同法第９２条第１項に規定する埋蔵文化財の調査又は愛媛県文化財保

護条例第１０条第１項の規定による県指定有形文化財の指定、同条例第３２条第１項の規定による県指定有形民俗文化財の指定若しくは

同条例第３７条第１項の規定による県指定史跡名勝天然記念物の指定のための行為をする場合

オ 警察法第２条第１項に規定する警察の責務としての行為をする場合

カ 前項第２号ウ（�を除く。）に掲げる場合
� 前２号に掲げるものに附帯する行為をする場合

（教育又は学術研究のための捕獲等の届出等）

第２４条 第５条第２号及び第４号の規定による届出は、特定希少野生動植物捕獲等許可申請書（届出書）を知事に提出して行うものとする。

２ 第７条第２項の規定は、前項の届出書について準用する。

（教育又は学術研究のための鉱物の採掘等の届出）

第２５条 第１３条第３号キの規定による届出は、特定希少野生動植物保護区内行為許可申請書（届出書）を知事に提出して行うものとする。

２ 第１１条第２項の規定は、前項の届出書について準用する。

（添付図書の省略）

第２６条 条例第１３条第１項、第２０条第１項若しくは第２１条第４項第３号の許可を受けた行為の変更に係る許可の申請又は条例第２０条第５項

若しくは第７項若しくはこの規則第５条第２号若しくは第４号若しくは第１３条第３号キの規定による届出を了した行為の変更に係る届出

にあっては、第７条第２項（第２４条第２項において準用する場合を含む。）、第１１条第２項（前条第２項において準用する場合を含む。）、

第１２条第３項、第１４条第２項又は第１６条第２項の規定により申請書又は届出書に添付しなければならない図面又は写真（第３項において

「添付図書」という。）のうち、その変更に関する事項を明らかにしたものを添付すれば足りる。

２ 前項の変更に係る許可の申請又は届出にあっては、変更の趣旨及び理由を記載した書面を申請書又は届出書に添付しなければならない。

３ 第１項に該当するもののほか、条例第１３条第２項、第２０条第２項若しくは第２１条第５項の規定による許可の申請又は条例第２０条第５項
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若しくは第７項若しくはこの規則第５条第２号若しくは第４号若しくは第１３条第３号キの規定による届出に係る行為が軽易なものである

ことその他の理由により添付図書の全部を添付する必要がないと認められるときは、当該添付図書の一部を省略することができる。

（身分証明書）

第２７条 条例第１５条第２項、第２３条第３項及び第２４条第３項の身分を示す証明書は、身分証明書（様式第１４号）によるものとする。

附 則

この規則は、平成２０年１０月１日から施行する。
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様式第１号（第７条、第２４条関係） 特定希少野生動植物捕獲等許可申請書（届出書）

特定希少野生動植物捕獲等許可申請書（届出書）
年 月 日

愛媛県知事 様

住 所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）
申請（届出）者

氏 名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） �
捕獲等をしようと
す る 個 体

種 名
数 量

捕獲等をする目的及び必要性
捕 獲 等 を す る 区 域
及 び 当 該 区 域 の 状 況
捕 獲 等 の 方 法
捕獲等をした個体の輸送方法
（生きている個体の場合に限る。）
捕 獲 等 を し よ う と す る 期 間
捕獲等
をした
個体を
飼養栽
培しよ
うとす
る場合

飼養栽培場所の所在地
飼 養 栽 培 施 設 の
規 模 及 び 構 造
飼養栽培
の取扱者

住 所
氏 名
職業及び飼
養栽培に関
す る 経 歴

捕獲等
をした
個体を
繁殖さ
せよう
とする
場 合

繁 殖 場 所 の 所 在 地
繁 殖 施 設 の
規 模 及 び 構 造
繁 殖 の
取 扱 者

住 所
氏 名
職 業 及 び
繁 殖 に 関
す る 経 歴

注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。
２ 不要の文字は、抹消すること。
３ 記名押印に代えて署名することができる。
４ 「種名」の欄は、卵又は種子を採取しようとする場合にあっては、その旨を記述すること。
５ 「捕獲等をする区域及び当該区域の状況」の欄には、捕獲等をする区域（移動又は移植を
しようとする場合にあっては、移動又は移植をする区域を含む。以下同じ。）の所在地、捕
獲等をしようとする種の個体の生息又は生育の状況並びに当該個体の生息地又は生育地及び
その周辺の環境について詳細に記載すること。
６ 「捕獲等の方法」の欄には、捕獲等に係る方法又は使用する器具若しくは材料の名称等を
記載すること。
７ 次に掲げる図面及び写真を添付すること。
� 捕獲等をする区域の状況を明らかにした図面
� 捕獲等をした個体を飼養栽培し、又は繁殖させようとする場合にあっては、飼養栽培施
設又は繁殖施設の規模及び構造を明らかにした図面及びカラー写真
� 捕獲等をしようとする個体が動物である場合にあっては、捕獲等の方法を明らかにした
図面
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様式第２号（第７条関係） 特定希少野生動植物捕獲等許可証

（表）

特定希少野生動植物捕獲等許可証
第 号
年 月 日

有効期間 年 月 日から
年 月 日まで

愛媛県知事 �

住所又は主たる事務所の所在地
氏名又は名称及び代表者の氏名
種 名
数 量
目 的
区 域
方 法
条 件

（裏）

注 意

１ この許可証は、捕獲等の際には必ず携帯しなければならない。
２ この許可証は、その効力を失った日から起算して３０日以内に、愛媛県知事に返納しなけれ
ばならない。
３ この許可証を返納する際、次の欄に所要事項を記入することにより、愛媛県野生動植物の
多様性の保全に関する条例施行規則（平成２０年愛媛県規則第５５号）第７条第８項の規定によ
る報告とすることができる。
捕獲等の場所 捕獲等をした数量 処置の概要

注 市町名及び大字名ごとに実施した内容をまとめて記入すること。
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様式第３号（第７条関係） 特定希少野生動植物捕獲等従事者証交付申請書

特定希少野生動植物捕獲等従事者証交付申請書
年 月 日

愛媛県知事 様

住 所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）
申請者

氏 名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） �
特定希少野生動植物
捕 獲 等 許 可 証

番 号 第 号
交 付 年 月 日 年 月 日

捕
獲
等
に
従
事
す
る
者

１ 住 所
氏 名

２ 住 所
氏 名

３ 住 所
氏 名

４ 住 所
氏 名

５ 住 所
氏 名

注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。
２ 記名押印に代えて署名することができる。
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様式第４号（第７条関係） 特定希少野生動植物捕獲等従事者証

（表）

特定希少野生動植物捕獲等従事者証
第 号
年 月 日

有効期間 年 月 日から
年 月 日まで

愛媛県知事 �

住 所
氏 名
特定希少野生動植物捕獲等
許 可 証 の 番 号
種 名
数 量

（裏）

目 的
区 域
方 法
条 件

注 意

１ この従事者証は、捕獲等の際には必ず携帯しなければならない。
２ この従事者証は、その効力を失った日から起算して３０日以内に、愛媛県知事に返納しなけ
ればならない。
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様式第５号（第７条関係） 特定希少野生動植物捕獲等許可証（従事者証）再交付申請書

特定希少野生動植物捕獲等許可証（従事者証）再交付申請書
年 月 日

愛媛県知事 様

住 所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）
申請者

氏 名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） �
亡失し、又は滅失した特定希
少野生動植物捕獲等許可証
（ 従 事 者 証 ）

番 号 第 号

交 付 年 月 日 年 月 日

亡失し、又は滅失した事情

注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。
２ 不要の文字は、抹消すること。
３ 記名押印に代えて署名することができる。

愛 媛 県 報平成２０年９月３０日 第２００３号

１０００



様式第６号（第１１条、第２５条関係） 特定希少野生動植物保護区内行為許可申請書（届出書）

特定希少野生動植物保護区内行為許可申請書（届出書）
年 月 日

愛媛県知事 様

住 所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）
申請（届出）者

氏 名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） �
特定希少野生動植物保護区の
名 称
行 為 の 種 類
行 為 の 目 的 及 び 必 要 性
行 為 の 場 所
行為地及びその付近の状況
行 為 の 施 行 方 法

行為の着手及び完了の予定日
着手予定年月日 年 月 日
完了予定年月日 年 月 日

注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。
２ 不要の文字は、抹消すること。
３ 記名押印に代えて署名することができる。
４ 「行為の種類」の欄には、愛媛県野生動植物の多様性の保全に関する条例（平成２０年愛媛
県条例第１５号。以下「条例」という。）第２０条第１項各号に掲げる行為の区分により記載
すること。
５ 「行為の場所」の欄には、市町名、大字名及び地番又は地先を記載すること。
６ 「行為地及びその付近の状況」の欄には、地形、植生等の状況を記載すること。
７ 「行為の施行方法」の欄には、次により必要な事項を記載するとともに、特定希少野生動
植物の個体の生息地又は生育地への当該行為の影響を軽減するための方法を記載すること。
� 条例第２０条第１項第１号に掲げる行為にあっては、工作物の種類、敷地面積、規模、
構造及び主要材料
� 条例第２０条第１項第２号に掲げる行為にあっては、施行面積及び行為の方法
� 条例第２０条第１項第３号に掲げる行為にあっては、鉱物又は土石の種類、採掘又は採
取の量、採掘又は採取の設備及び土地の形状を変更する箇所の面積
� 条例第２０条第１項第４号に掲げる行為にあっては、埋立て又は干拓の面積及び工事の
方法
� 条例第２０条第１項第５号に掲げる行為にあっては、水位又は水量の増減の原因となる
行為、水位又は水量の増減の及ぶ範囲、水位又は水量の増減を及ぼす時期及び量並びに使
用する設備
� 条例第２０条第１項第６号に掲げる行為にあっては、伐採種別、伐採樹種、伐採面積、
伐採木竹の樹齢及び胸高直径、伐採材積並びに伐採設備
� 条例第２０条第１項第７号に掲げる行為にあっては、捕獲等をする野生動植物の種の個
体その他の物の種類、数量及び捕獲等の方法
	 条例第２０条第１項第８号に掲げる行為にあっては、汚水又は廃水の水質、排出の時期
及び量並びに排水の方法又は設備

 条例第２０条第１項第９号に掲げる行為にあっては、使用する車馬若しくは動力船又は
着陸させる航空機の種類及び数、使用又は着陸の方法並びに当該行為に係る土地の範囲及
び面積
� 条例第２０条第１項第１０号に掲げる行為にあっては、当該行為に係る個体の種類、量及
び方法
� 条例第２０条第１項第１１号に掲げる行為にあっては、散布する物質の種類、量及び方法
 条例第２０条第１項第１２号に掲げる行為にあっては、当該行為の及ぶ面積及び使用設備
� 条例第２０条第１項第１３号に掲げる行為にあっては、観察の頻度及び方法並びに使用器
具

８ 次に掲げる図面及び写真を添付すること。
� 行為地の位置を明らかにした縮尺５万分の１以上の地形図
� 行為地及びその付近の状況を明らかにした縮尺５，０００分の１以上の概況図及びカラー写
真
� 行為の施行方法を明らかにした縮尺１，０００分の１以上の平面図、立面図、断面図及び構
造図

愛 媛 県 報平成２０年９月３０日 第２００３号

１００１



様式第７号（第１２条関係） 特定希少野生動植物保護区内既着手行為届出書

特定希少野生動植物保護区内既着手行為届出書
年 月 日

愛媛県知事 様

住 所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）
届出者

氏 名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） �
特定希少野生動植物保護区の
名 称
行 為 の 種 類
行 為 の 目 的 及 び 必 要 性
行 為 の 場 所
行為地及びその付近の状況
行 為 の 施 行 方 法
行為の着手日及び完了予定日 着 手 年 月 日 年 月 日

完了予定年月日 年 月 日
注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。
２ 記名押印に代えて署名することができる。
３ 「行為の種類」の欄には、愛媛県野生動植物の多様性の保全に関する条例（平成２０年愛媛
県条例第１５号。以下「条例」という。）第２０条第１項各号に掲げる行為の区分により記載
すること。
４ 「行為の場所」の欄には、市町名、大字名及び地番又は地先を記載すること。
５ 「行為地及びその付近の状況」の欄には、地形、植生等の状況を記載すること。
６ 「行為の施行方法」の欄には、次により必要な事項を記載するとともに、特定希少野生動
植物の個体の生息地又は生育地への当該行為の影響を軽減するための方法を記載すること。
� 条例第２０条第１項第１号に掲げる行為にあっては、工作物の種類、敷地面積、規模、
構造及び主要材料
� 条例第２０条第１項第２号に掲げる行為にあっては、施行面積及び行為の方法
� 条例第２０条第１項第３号に掲げる行為にあっては、鉱物又は土石の種類、採掘又は採
取の量、採掘又は採取の設備及び土地の形状を変更する箇所の面積
� 条例第２０条第１項第４号に掲げる行為にあっては、埋立て又は干拓の面積及び工事の
方法
� 条例第２０条第１項第５号に掲げる行為にあっては、水位又は水量の増減の原因となる
行為、水位又は水量の増減の及ぶ範囲、水位又は水量の増減を及ぼす時期及び量並びに使
用する設備
� 条例第２０条第１項第６号に掲げる行為にあっては、伐採種別、伐採樹種、伐採面積、
伐採木竹の樹齢及び胸高直径、伐採材積並びに伐採設備
� 条例第２０条第１項第７号に掲げる行為にあっては、捕獲等をする野生動植物の種の個
体その他の物の種類、数量及び捕獲等の方法
	 条例第２０条第１項第８号に掲げる行為にあっては、汚水又は廃水の水質、排出の時期
及び量並びに排水の方法又は設備

 条例第２０条第１項第９号に掲げる行為にあっては、使用する車馬若しくは動力船又は
着陸させる航空機の種類及び数、使用又は着陸の方法並びに当該行為に係る土地の範囲及
び面積
� 条例第２０条第１項第１０号に掲げる行為にあっては、当該行為に係る個体の種類、量及
び方法
� 条例第２０条第１項第１１号に掲げる行為にあっては、散布する物質の種類、量及び方法
 条例第２０条第１項第１２号に掲げる行為にあっては、当該行為の及ぶ面積及び使用設備
� 条例第２０条第１項第１３号に掲げる行為にあっては、観察の頻度及び方法並びに使用器
具

７ 次に掲げる図面及び写真を添付すること。
� 行為地の位置を明らかにした縮尺５万分の１以上の地形図
� 行為地及びその付近の状況を明らかにした縮尺５，０００分の１以上の概況図及びカラー写
真

� 行為の施行方法を明らかにした縮尺１，０００分の１以上の平面図、立面図、断面図及び構
造図

愛 媛 県 報平成２０年９月３０日 第２００３号

１００２



様式第８号（第１４条関係） 特定希少野生動植物保護区内非常災害対策応急措置行為届出書

特定希少野生動植物保護区内非常災害対策応急措置行為届出書
年 月 日

愛媛県知事 様

住 所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）
届出者

氏 名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） �
特定希少野生動植物保護区の
名 称
行 為 の 種 類
行 為 の 目 的 及 び 必 要 性
行 為 の 場 所
行為地及びその付近の状況
行 為 の 施 行 方 法
行 為 の 完 了 （ 予 定 ） 日 完了（予定）年月日 年 月 日
注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。
２ 不要の文字は、抹消すること。
３ 記名押印に代えて署名することができる。
４ 「行為の種類」の欄には、愛媛県野生動植物の多様性の保全に関する条例（平成２０年愛媛
県条例第１５号。以下「条例」という。）第２０条第１項各号に掲げる行為の区分により記載
すること。
５ 「行為の場所」の欄には、市町名、大字名及び地番又は地先を記載すること。
６ 「行為地及びその付近の状況」の欄には、地形、植生等の状況を記載すること。
７ 「行為の施行方法」の欄には、次により必要な事項を記載するとともに、特定希少野生動
植物の個体の生息地又は生育地への当該行為の影響を軽減するための方法を記載すること。
� 条例第２０条第１項第１号に掲げる行為にあっては、工作物の種類、敷地面積、規模、
構造及び主要材料
� 条例第２０条第１項第２号に掲げる行為にあっては、施行面積及び行為の方法
� 条例第２０条第１項第３号に掲げる行為にあっては、鉱物又は土石の種類、採掘又は採
取の量、採掘又は採取の設備及び土地の形状を変更する箇所の面積
� 条例第２０条第１項第４号に掲げる行為にあっては、埋立て又は干拓の面積及び工事の
方法
� 条例第２０条第１項第５号に掲げる行為にあっては、水位又は水量の増減の原因となる
行為、水位又は水量の増減の及ぶ範囲、水位又は水量の増減を及ぼす時期及び量並びに使
用する設備
� 条例第２０条第１項第６号に掲げる行為にあっては、伐採種別、伐採樹種、伐採面積、
伐採木竹の樹齢及び胸高直径、伐採材積並びに伐採設備
� 条例第２０条第１項第７号に掲げる行為にあっては、捕獲等をする野生動植物の種の個
体その他の物の種類、数量及び捕獲等の方法
	 条例第２０条第１項第８号に掲げる行為にあっては、汚水又は廃水の水質、排出の時期
及び量並びに排水の方法又は設備

 条例第２０条第１項第９号に掲げる行為にあっては、使用する車馬若しくは動力船又は
着陸させる航空機の種類及び数、使用又は着陸の方法並びに当該行為に係る土地の範囲及
び面積
� 条例第２０条第１項第１０号に掲げる行為にあっては、当該行為に係る個体の種類、量及
び方法
� 条例第２０条第１項第１１号に掲げる行為にあっては、散布する物質の種類、量及び方法
 条例第２０条第１項第１２号に掲げる行為にあっては、当該行為の及ぶ面積及び使用設備
� 条例第２０条第１項第１３号に掲げる行為にあっては、観察の頻度及び方法並びに使用器
具

８ 行為地の位置を明らかにした縮尺５万分の１以上の地形図を添付すること。

愛 媛 県 報平成２０年９月３０日 第２００３号

１００３



様式第９号（第１６条関係） 立入制限地区内立入許可申請書

立入制限地区内立入許可申請書
年 月 日

愛媛県知事 様

住 所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）
申請者

氏 名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） �
立入制限
地 区

名 称
位 置

立入りの目的となる行為
立 ち 入 る 者 の 数
立 入 り の 方 法
立 入 開 始 予 定 日 年 月 日
立 入 り の 予 定 期 間
注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。
２ 記名押印に代えて署名することができる。
３ 「立入りの方法」の欄には、行為の内容及び立入りの頻度を記載すること。
４ 位置図及び立ち入る巡路又は範囲その他立入りの方法を明らかにした図面を添付するこ
と。

愛 媛 県 報平成２０年９月３０日 第２００３号

１００４



様式第１０号（第１８条関係） 保護管理事業（変更）確認申請書

保護管理事業（変更）確認申請書
年 月 日

愛媛県知事 様

市 町 名
申請者

代表者氏名 �
保護管理事業の対象となる
特 定 希 少 野 生 動 植 物
保 護 管 理 事 業 の 目 的
保 護 管 理 事 業 を 実 施
し よ う と す る 区 域
保 護 管 理 事 業 の 概 要
保護管理事業開始予定日 年 月 日
注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。
２ 不要の文字は、抹消すること。
３ 保護管理事業の事業計画書を添付すること。

愛 媛 県 報平成２０年９月３０日 第２００３号

１００５



様式第１１号（第１９条関係） 保護管理事業（変更）認定申請書

保護管理事業（変更）認定申請書
年 月 日

愛媛県知事 様

住 所（法人にあっては主たる事務所の所在地、
法人以外の団体にあっては代表者の住所）

申請者
氏 名（法人その他の団体にあっては、名称及び
代表者の氏名） �

保護管理事業の対象となる
特 定 希 少 野 生 動 植 物
保 護 管 理 事 業 の 目 的
保 護 管 理 事 業 を 実 施
し よ う と す る 区 域
保 護 管 理 事 業 の 概 要
保護管理事業開始予定日 年 月 日

注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。
２ 不要の文字は、抹消すること。
３ 記名押印に代えて署名することができる。
４ 次に掲げる書類を添付すること。
� 保護管理事業の事業計画書
� 申請者の略歴を記載した書類（法人その他の団体にあっては、現に行っている業務又は
活動の概要を記載した書類）
� 法人にあっては、定款又は寄附行為、登記事項証明書並びにその役員の氏名及び略歴を
記載した書類
� 法人以外の団体にあっては、当該団体の構成員の住所及び氏名並びに代表者の略歴を記
載した書類その他知事が必要と認める書類

愛 媛 県 報平成２０年９月３０日 第２００３号

１００６



様式第１２号（第２１条関係） 認定保護管理事業廃止等通知書

認定保護管理事業廃止等通知書
年 月 日

愛媛県知事 様

住 所（法人にあっては主たる事務所の所在地、
法人以外の団体にあっては代表者の住所）

申請者
氏 名（法人その他の団体にあっては、名称及び
代表者の氏名） �

認 定 を 受 け た 日 年 月 日
廃 止 等 を す る 理 由
廃止等をする日又は予定日 年 月 日
注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。
２ 記名押印に代えて署名することができる。

愛 媛 県 報平成２０年９月３０日 第２００３号

１００７



様式第１３号（第２２条関係） 愛媛県野生動植物保護推進員証

（表）

愛媛県野生動植物保護推進員証
第 号

写 真

住 所
氏 名
任 期 年 月 日から

年 月 日まで

上記の者は、愛媛県野生動植物の多様性の保全に関する条例（平成２０年愛媛県条例第１５号）
第４０条第１項に規定する野生動植物保護推進員であることを証明する。

年 月 日

愛媛県知事 �

（裏）

愛媛県野生動植物の多様性の保全に関する条例（抜粋）

（野生動植物保護推進員）
第４０条 知事は、野生動植物の多様性の保全に熱意と識見を有する者のうちから、野生動植物
保護推進員（以下「推進員」という。）を委嘱することができる。
２ 推進員は、次に掲げる活動を行う。
� 野生動植物の多様性の保全に関する啓発をすること。
� 野生動植物の個体の生息若しくは生育の状況又はその生息地若しくは生育地の状況につ
いて調査をすること。
� 希少野生動植物の個体の所有者若しくは占有者又はその生息地若しくは生育地の土地の
所有者若しくは占有者に対し、その求めに応じ希少野生動植物の保護のため必要な助言を
すること。
� 野生動植物の保護に関する活動を行うものに対し、その活動の支援に必要な助言及び指
導をすること。
� 野生動植物の多様性の保全のため県又は市町が行う施策に必要な協力をすること。
３ 推進員の任期は、３年とする。
４ 推進員が特定希少野生動植物の個体に関する調査で規則で定めるもののためにする捕獲等
については、第１３条の規定は、適用しない。

愛媛県野生動植物の多様性の保全に関する条例施行規則
（平成２０年愛媛県規則第５５号）（抜粋）

第３章 野生動物保護推進員
第２２条 条例第４０条第４項の規則で定める調査は、次に掲げるものとする。
� 特定希少野生動植物の個体に関する研究又は教育を目的とする調査であって、あらかじめ
知事に届け出たもの
� 特定希少野生動植物の個体の保護のための移動又は移植を目的とする調査であって、あら
かじめ知事に届け出たもの

２ 知事は、推進員が、その職務の遂行に支障があるとき、その職務を怠ったとき、又は条例
の規定に違反し、その他推進員たるにふさわしくない非行があったときは、その推進員を解
任することがある。
３ 推進員は、第１項各号に掲げる調査のために特定希少野生動植物の捕獲等をするときは、
愛媛県野生動植物保護推進員証（様式第１３号）を携帯し、関係者に提示しなければならない。
４ 推進員は、第１項各号に掲げる調査のために特定希少野生動植物の捕獲等をしたときは、
知事が定めるところにより知事に報告するものとする。

愛 媛 県 報平成２０年９月３０日 第２００３号

１００８



様式第１４号（第２７条関係） 身分証明書

（表）

身分証明書
第 号

写 真

年 月 日交付
年 月 日まで有効

所 属
職 名
氏 名

上記の者は、愛媛県野生動植物の多様性の保全に関する条例（平成２０年愛媛県条例第１５号）
第１５条第１項、第２３条第２項及び第２４条第１項に規定する職員であることを証明する。

年 月 日

愛媛県知事 �

（裏）

愛媛県野生動植物の多様性の保全に関する条例（抜粋）

（報告徴収及び立入検査）
第１５条 知事は、この条例の施行に必要な限度において、第１３条第１項の許可を受けた者に
対し、特定希少野生動植物の個体の取扱いの状況その他必要な事項について報告を求め、又
はその職員に、特定希少野生動植物の個体の捕獲等に係る施設に立ち入り、特定希少野生動
植物の個体、飼養栽培施設、書類その他の物件を検査させ、若しくは関係者に質問させるこ
とができる。
２ 前項の規定による立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に提示
しなければならない。
３ 第１項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。
（報告徴収及び立入検査等）
第２３条 省略
２ 知事は、この条例の施行に必要な限度において、その職員に、特定希少野生動植物保護区
の区域内において前項に規定する者が所有し、又は占有する土地に立ち入り、その者がした
行為の実施状況について検査させ、若しくは関係者に質問させ、又はその行為が特定希少野
生動植物の保護に及ぼす影響について調査をさせることができる。
３ 前項の規定による立入検査又は立入調査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、
関係者に提示しなければならない。
４ 第１項及び第２項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはな
らない。
（実地調査）
第２４条 知事は、第１９条第１項又は第２１条第１項の規定による指定をするための実地調査に
必要な限度において、その職員に、他人の土地に立ち入らせることができる。
２ 知事は、その職員に前項の規定による立入りをさせようとするときは、あらかじめ、土地
の所有者又は占有者にその旨を通知し、意見を述べる機会を与えなければならない。
３ 第１項の規定による立入りをする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に提示
しなければならない。
４ 土地の所有者又は占有者は、正当な理由がない限り、第１項の規定による立入りを拒み、
又は妨げてはならない。

愛 媛 県 報平成２０年９月３０日 第２００３号
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�愛媛県告示第１３９８号
地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第７００条の６の４第３項の規

定に基づき、次のとおり特約業者の指定を取り消した。

平成２０年９月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

氏名又は名称及び
代 表 者 の 氏 名

主 た る 事 務 所 又 は
事 業 所 の 所 在 地

取 消
年 月 日

有限会社平田石油店
代表取締役 永田英生 松山市平田町３７６番地 平成２０年

６月３０日

�愛媛県告示第１３９９号
愛媛県県税賦課徴収条例施行規則（昭和２９年愛媛県規則第３８号）

第３条第１項の規定により、平成２０年９月１７日次のとおり愛媛県県

税証紙売りさばき人指定願の記載事項の変更を許可した。

平成２０年９月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

指定

番号

売りさばき人

氏 名

変 更 事 項

新 旧

２１ 愛媛県猟友会
松山支部
赤 松 守

１売りさばき人住所
松山市雄郡１丁目
１－３１フクセンＡ
Ｐ２階

１売りさばき人住所
松山市築山町７－
１０渡部ビル内

�愛媛県告示第１４００号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項本文の規定により、次のとおり指定居宅サービス事業者を指定した。

平成２０年９月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１４０１号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４６条第１項の規定により、次のとおり指定居宅介護支援事業者を指定した。

平成２０年９月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１４０２号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第５３条第１項本文の規定により、次のとおり指定介護予防サービス事業者を指定した。

平成２０年９月３０日

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅サー ビ ス
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所

指定年月日
名 称 所 在 地

３８７０２０１６７４ エスエイ福祉車輌有限会
社

愛媛県今治市高部乙１２９
番地６ 福祉用具貸与 エスエイ福祉車輌有限会

社
愛媛県今治市高部乙１２９
番地６ 平成２０年８月１日

３８７０２０１６７４ エスエイ福祉車輌有限会
社

愛媛県今治市高部乙１２９
番地６ 特定福祉用具販売 エスエイ福祉車輌有限会

社
愛媛県今治市高部乙１２９
番地６ 平成２０年８月１日

３８７０３０１１６９ 株式会社堂崎 愛媛県宇和島市石応１３１２
番地 訪問介護 ヘルパーあさがお 愛媛県宇和島市石応１３１２

番地 平成２０年８月１日

３８７０５０１８６７ 愛媛医療生活協同組合 愛媛県松山市来住町１０７９
番地１２ 通所介護 デイサービスいずみかわ 愛媛県新居浜市瀬戸町１

－２ 平成２０年８月１日

３８７０１０７０４６ 有限会社葵星 愛媛県松山市小栗一丁目
５番５号 通所介護 デイサービスセンター煌

乃星
愛媛県松山市古川北二丁
目１６番６号 平成２０年８月１２日

３８７０１０７０５３ 医療法人弓裕会 愛媛県松山市宮田町９番
地１ 通所介護 日野デイサービス 愛媛県松山市宮田町９番

地１ 平成２０年８月１８日

３８７０６００９８２ 合同会社安用 愛媛県西条市石延１０８番
地１ 訪問介護 もも 愛媛県西条市石延１０８番

地１ 平成２０年８月１８日

３８７３５００８６６ 社会福祉法人エンゼル 愛媛県伊予郡松前町北川
原３３番地１ 通所介護 デイサービスセンターこ

だま
愛媛県伊予郡松前町大間
３１４番地 平成２０年８月２６日

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅介護 支 援
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
指 定 居 宅 介 護 支 援 事 業 所

指定年月日
名 称 所 在 地

３８７０１０７０１２ 株式会社ふゅうちゃあ 愛媛県松山市みどりケ丘
５－１５ 居宅介護支援 居宅介護支援事業所ふゅ

うちゃあ
愛媛県松山市みどりケ丘
５－１５ 平成２０年８月１日

３８７０１０７０３８ 医療法人友朋会 愛媛県松山市溝辺町甲３３
１番地 居宅介護支援 居宅介護支援事業所なか

じま
愛媛県松山市中島大浦３０
８１－１ 平成２０年８月１日

３８７０６００９８２ 合同会社安用 愛媛県西条市石延１０８番
地１ 居宅介護支援 もも 愛媛県西条市石延１０８番

地１ 平成２０年８月１８日

愛 媛 県 報平成２０年９月３０日 第２００３号
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愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１４０３号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４８条第１項第１号の規定により、次のとおり指定介護老人福祉施設を指定した。

平成２０年９月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１４０４号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条の規定により、指定居宅サービス事業者から、次のとおり指定居宅サービス事業所の所在地

を変更した旨の届出があった。

平成２０年９月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１４０５号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８２条の規定により、指定居宅介護支援事業者から、次のとおり指定居宅介護支援事業所の所在地

を変更した旨の届出があった。

平成２０年９月３０日

介 護 保 険
事業者番号

指定介護予防サービス
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
指 定 介 護 予 防 サ ー ビ ス 事 業 所

指定年月日
名 称 所 在 地

３８７０２０１６７４ エスエイ福祉車輌有限会
社

愛媛県今治市高部乙１２９
番地６

介護予防福祉用具
貸与

エスエイ福祉車輌有限会
社

愛媛県今治市高部乙１２９
番地６ 平成２０年８月１日

３８７０２０１６７４ エスエイ福祉車輌有限会
社

愛媛県今治市高部乙１２９
番地６

特定介護予防福祉
用具販売

エスエイ福祉車輌有限会
社

愛媛県今治市高部乙１２９
番地６ 平成２０年８月１日

３８７０３０１１６９ 株式会社堂崎 愛媛県宇和島市石応１３１２
番地 介護予防訪問介護 ヘルパーあさがお 愛媛県宇和島市石応１３１２

番地 平成２０年８月１日

３８６０５９０９８７ 株式会社東雲精工 愛媛県新居浜市東雲町二
丁目６番６５号 介護予防訪問看護 訪問看護ステーションし

ののめ
愛媛県新居浜市東雲町二
丁目６番６５号 平成２０年８月１日

３８７０５０１８６７ 愛媛医療生活協同組合 愛媛県松山市来住町１０７９
番地１２ 介護予防通所介護 デイサービスいずみかわ 愛媛県新居浜市瀬戸町１

－２ 平成２０年８月１日

３８７０１０７０４６ 有限会社葵星 愛媛県松山市小栗一丁目
５番５号 介護予防通所介護 デイサービスセンター煌

乃星
愛媛県松山市古川北二丁
目１６番６号 平成２０年８月１２日

３８７０１０７０５３ 医療法人弓裕会 愛媛県松山市宮田町９番
地１ 介護予防通所介護 日野デイサービス 愛媛県松山市宮田町９番

地１ 平成２０年８月１８日

３８７０６００９８２ 合同会社安用 愛媛県西条市石延１０８番
地１ 介護予防訪問介護 もも 愛媛県西条市石延１０８番

地１ 平成２０年８月１８日

３８７３５００８６６ 社会福祉法人エンゼル 愛媛県伊予郡松前町北川
原３３番地１ 介護予防通所介護 デイサービスセンターこ

だま
愛媛県伊予郡松前町大間
３１４番地 平成２０年８月２６日

介 護 保 険
事業者番号

指定介護老人 福 祉
施 設 の 開 設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
指 定 介 護 老 人 福 祉 施 設

指定年月日
名 称 所 在 地

３８７１４００４２４ 西予市 愛媛県西予市宇和町卯之
町三丁目４３４番地１ 介護老人福祉施設 宇和町特別養護老人ホー

ム松葉寮
愛媛県西予市宇和町久枝
甲１４３４番地１ 平成２０年８月１日

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅サー ビ ス
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービス
の 種 類

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
届 出
年 月 日名 称

所 在 地

変 更 前 変 更 後

３８６０１９０９４５ 有限会社愛媛生活リハビ
リケア研究所

愛媛県松山市中野町甲３６
６番地１ 訪問看護 愛媛リハビリ訪問看護

ステーション
愛媛県松山市森松町
２９０番地

愛媛県松山市中野町
甲３６６番地１

平成２０年
８月８日

３８７０１０４３３２ 有限会社愛媛生活リハビ
リケア研究所

愛媛県松山市中野町甲３６
６番地１

福祉用具
貸与

愛媛リハビリ福祉用具
サービス

愛媛県松山市森松町
２９０番地オフィス辻
田

愛媛県松山市中野町
甲３６６番地１

平成２０年
８月８日

３８７０１０４３３２ 有限会社愛媛生活リハビ
リケア研究所

愛媛県松山市中野町甲３６
６番地１

特定福祉
用具販売

愛媛リハビリ福祉用具
サービス

愛媛県松山市森松町
２９０番地オフィス辻
田

愛媛県松山市中野町
甲３６６番地１

平成２０年
８月８日

３８６０１９１０７５ 有限会社リハビリステー
ションみかん

愛媛県松山市東長戸三丁
目４番３４号 訪問看護 訪問看護ステーション

みかんリハビリクラブ
愛媛県松山市西長戸
町２０５番地１サニー
ハイツ西長戸１０５号

愛媛県松山市東長戸
３丁目４番３４号サン・
フローラＹＳＤ１０３
号室

平成２０年
８月２９日

愛 媛 県 報平成２０年９月３０日 第２００３号
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愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１４０６号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１５条の５の規定により、指定介護予防サービス事業者から、次のとおり指定介護予防サービス

事業所の所在地を変更した旨の届出があった。

平成２０年９月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１４０７号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条の規定により、指定居宅サービス事業者から、次のとおり指定居宅サービス事業所を廃止し

た旨の届出があった。

平成２０年９月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１４０８号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８２条の規定により、指定居宅介護支援事業者から、次のとおり指定居宅介護支援事業所を廃止し

た旨の届出があった。

平成２０年９月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅介護 支 援
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービス
の 種 類

指 定 居 宅 介 護 支 援 事 業 所
届 出
年 月 日名 称

所 在 地

変 更 前 変 更 後

３８７０６００７６８ 株式会社ジェイコム 愛媛県西条市氷見丙４４４
－１

居宅介護
支援

ケアプランセンター多
賀の里

愛媛県西条市北条２３
１番地１

愛媛県西条市北条２３
２番地１

平成２０年
８月１日

３８７０１０５９７４ 有限会社愛媛生活リハビ
リケア研究所

愛媛県松山市中野町甲３６
６番地１

居宅介護
支援

愛媛リハビリ居宅介護
支援センター

愛媛県松山市森松町
２９０番地オフィス辻
田

愛媛県松山市中野町
甲３６６番地１

平成２０年
８月８日

介 護 保 険
事業者番号

指定介護予防サービス
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービス
の 種 類

指 定 介 護 予 防 サ ー ビ ス 事 業 所
届 出
年 月 日名 称

所 在 地

変 更 前 変 更 後

３８６０１９０９４５ 有限会社愛媛生活リハビ
リケア研究所

愛媛県松山市中野町甲３６
６番地１

介護予防
訪問看護

愛媛リハビリ訪問看護
ステーション

愛媛県松山市森松町
２９０番地

愛媛県松山市中野町
甲３６６番地１

平成２０年
８月８日

３８７０１０４３３２ 有限会社愛媛生活リハビ
リケア研究所

愛媛県松山市中野町甲３６
６番地１

介護予防
福祉用具
貸与

愛媛リハビリ福祉用具
サービス

愛媛県松山市森松町
２９０番地オフィス辻
田

愛媛県松山市中野町
甲３６６番地１

平成２０年
８月８日

３８７０１０４３３２ 有限会社愛媛生活リハビ
リケア研究所

愛媛県松山市中野町甲３６
６番地１

特定介護
予防福祉
用具販売

愛媛リハビリ福祉用具
サービス

愛媛県松山市森松町
２９０番地オフィス辻
田

愛媛県松山市中野町
甲３６６番地１

平成２０年
８月８日

３８６０１９１０７５ 有限会社リハビリステー
ションみかん

愛媛県松山市東長戸三丁
目４番３４号

介護予防
訪問看護

訪問看護ステーション
みかんリハビリクラブ

愛媛県松山市西長戸
町２０５番地１サニー
ハイツ西長戸１０５号

愛媛県松山市東長戸
３丁目４番３４号サン・
フローラＹＳＤ１０３
号室

平成２０年
８月２９日

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅サー ビ ス
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
廃止に係る指定居宅サービス事業所

届出年月日
名 称 所 在 地

３８１０５２８３４３ 愛媛医療生活協同組合 愛媛県松山市来住町１０７９
－１２

通所リハビリテー
ション

愛媛医療生活協同組合泉
川診療所

愛媛県新居浜市瀬戸町１
－２ 平成２０年７月３１日

３８７１２００１４７ 有限会社エスエイサービ
ス

愛媛県西条市大野３３０番
地１ 福祉用具貸与 有限会社エスエイサービ

ス
愛媛県西条市大野３３０番
地１ 平成２０年８月１日

３８７１２００１４７ 有限会社エスエイサービ
ス

愛媛県西条市大野３３０番
地１ 特定福祉用具販売 有限会社エスエイサービ

ス
愛媛県西条市大野３３０番
地１ 平成２０年８月１日

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅介護 支 援
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
廃止に係る指定居宅介護支援事業所

届出年月日
名 称 所 在 地

３８７０１０５９０９ 株式会社谷川 愛媛県松山市みどりケ丘
５－１５ 居宅介護支援 居宅介護支援事業所谷川 愛媛県松山市みどりケ丘

５－１５ 平成２０年７月３１日

３８７１３００３１９ 医療法人慶尚会 愛媛県四国中央市土居町
蕪崎２５３番地の１ 居宅介護支援 居宅介護支援事業所けい

こう
愛媛県四国中央市土居町
蕪崎２５３番地の１ 平成２０年７月３１日

愛 媛 県 報平成２０年９月３０日 第２００３号

１０１２
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�愛媛県告示第１４０９号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１５条の５の規定により、指定介護予防サービス事業者から、次のとおり指定介護予防サービス

事業所を廃止した旨の届出があった。

平成２０年９月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１４１０号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１３条の規定により、次のとおり指定介護療養型医療施設の指定の辞退があった。

平成２０年９月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１４１１号
次のとおり愛媛県証紙売りさばき人が指定されたので、愛媛県証紙条例（昭和３９年愛媛県条例第８号）第５条第３項の規定により告示す

る。

平成２０年９月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１４１２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、東予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年９月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１４１３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

３８７０２００７３４ 有限会社ワードアイ 愛媛県今治市玉川町別所
甲９３番３ 居宅介護支援 おかげさん 愛媛県今治市東村五丁目

８番３５号 平成２０年８月２３日

介 護 保 険
事業者番号

指定介護予防サービス
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
廃止に係る指定介護予防サービス事業所

届出年月日
名 称 所 在 地

３８１０５２８３４３ 愛媛医療生活協同組合 愛媛県松山市来住町１０７９
－１２

介護予防通所リハ
ビリテーション

愛媛医療生活協同組合泉
川診療所

愛媛県新居浜市瀬戸町１
－２ 平成２０年７月３１日

３８７１２００１４７ 有限会社エスエイサービ
ス

愛媛県西条市大野３３０番
地１

介護予防福祉用具
貸与

有限会社エスエイサービ
ス

愛媛県西条市大野３３０番
地１ 平成２０年８月１日

３８７１２００１４７ 有限会社エスエイサービ
ス

愛媛県西条市大野３３０番
地１

特定介護予防福祉
用具販売

有限会社エスエイサービ
ス

愛媛県西条市大野３３０番
地１ 平成２０年８月１日

介 護 保 険
事業者番号

指定介護療養型医療
施 設 の 開 設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
辞退に係る指定介護療養型医療施設

届出年月日
名 称 所 在 地

３８１０１２８９８７ 医療法人河原医院 愛媛県松山市高岡町６３０
番地３

介護療養型医療施
設 河原医院 愛媛県松山市高岡町６３０

番地３ 平成２０年８月１日

指定
番号

売 り さ ば き 人
売 り さ ば き 所 指 定 年 月 日

住 所 氏 名 又 は 名 称

宇第
４６号

宇和島市曙町１番地 宇和島市 宇和島市曙町１番地
宇和島市役所（本庁）

平成２０年９月１２日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 壬生川新居浜野田線
西条市樋之口字鳥谷５６番１５から

同明屋敷字八千代巷２８１番１まで

旧 ６．５～１１．５
１５．０～５４．０

０．６６９
０．７９０

新 １５．０～５４．０ ０．７９０

愛 媛 県 報平成２０年９月３０日 第２００３号

１０１３
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訓 令

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年９月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１４１４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年９月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１４１５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年９月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県訓令第１６号
庁 中 一 般

各 地 方 機 関

愛媛県庁事務決裁規程及び愛媛県地方局処務規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成２０年９月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県庁事務決裁規程及び愛媛県地方局処務規程の一部を改正する訓令

（愛媛県庁事務決裁規程の一部改正）

第１条 愛媛県庁事務決裁規程（昭和５１年愛媛県訓令第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第４（第４条関係）

知事の権限に属する県民環境部関係事務に係る特定決裁事項

別表第４（第４条関係）

知事の権限に属する県民環境部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類 事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類 事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

部

長

局

長

課

長

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 湯谷口川内線
東温市松瀬川字檜皮甲１８３６番３から

同市松瀬川字中坪甲１７８８番２まで

旧 ３．０～２１．４ ０．１２１

新 １１．９～２１．８ ０．１１７

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 湯谷口川内線
東温市松瀬川字檜皮甲１８３６番３から

同市松瀬川字中坪甲１７８８番２まで
平成２０年９月３０日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 長浜保内線 大洲市豊茂丙９１番５ 平成２０年９月３０日

愛 媛 県 報平成２０年９月３０日 第２００３号
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自

然

保

護

課

１～７

省略

自

然

保

護

課

１～７

省略

８ 愛

媛県

野生

動植

物の

多様

性の

保全

に関

する

条例

の施

行に

関す

る事

務

１ 基本方針の策定及び変更

（第８条第１項、第３項から

第５項まで）

○

２ 特定希少野生動植物の指定

及び指定の解除（第９条第１

項から第３項まで、第６項、

第８項、第９項）

○

３ 公聴会の開催（第９条第５

項、第１９条第６項、第２１条第

７項）

○

４ 特定希少野生動植物の個体

の捕獲等に関すること。

� 許可（第１３条第１項、

第４項から第６項まで）

○

� 許可証又は従事者証の再

交付（第１３条第７項）

○

� 許可に係る措置命令

（第１４条第１項）

○

� 許可の取消し（第１４条

第２項）

○

� 許可を受けた者に対す

る報告の徴収及び立入検査

（第１５条第１項、第２項）

○

� 届出の受理（愛媛県野

生動植物の多様性の保全

に関する条例施行規則

（以下この部において

「規則」という。）第５

条第２号、第４号、第２

２条第１項）

○

� 許可証又は従事者証の返

納の受理（規則第７条第７

項、第９項）

○

５ 特定希少野生動植物保護区

又は立入制限地区の指定及び

指定の解除（第１９条第１項か

ら第４項まで、第７項、第９

項、第１０項、第２１条第１項、

第３項、第７項）

○

６ 特定希少野生動植物保護区

に関すること。

� 行為の許可（第２０条第１

項、第４項）

○

� 既着手行為の届出の受理 ○
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（愛媛県地方局処務規程の一部改正）

第２条 愛媛県地方局処務規程（昭和５６年愛媛県訓令第４０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（第２０条第５項）

� 木竹の伐採方法等の指定

（第２０条第６項第３号）

○

� 応急措置行為の届出の受

理（第２０条第７項）

○

� 立入制限地区への立入り

の許可（第２１条第４項第３

号、第６項）

○

� 実施方法に係る指示（第

２２条第１項）

○

� 行為の中止命令等（第２２

条第２項）

○

� 許可の取消し（第２２条第

３項）

○

� 行為の実施状況等の報

告の徴収及び立入検査等

（第２３条第１項、第２項）

○

� 指定のための実地調査

（第２４条第１項、第２項）

○

	 損失の補償（第２５条第１

項、第３項）

○


 鉱物の採取等の届出の受

理（規則第１３条第３号キ）

○

７ 保護管理事業に関するこ

と。

� 保護管理事業計画の策定

及び変更（第２６条第１項、第

３項、第４項）

○

� 市町の事業計画の確認又は

変更の確認（第２７条第２項）

○

� 国等以外の者の事業計画の

認定又は変更の認定（第２７条

第３項、第４項）

○

� 実施状況等の報告の徴収

（第２８条第４項）

○

� 認定等の取消し又は中止

命令等（第２９条第２項、第３

項）

○

８ 野生動植物保護推進員の委

嘱（第４０条第１項）

○

９ 個体の捕獲等又は特定希

少野生動植物保護区等の区

域内における行為に係る国

等との協議（第４１条第２項）

○
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公 告

附 則

この訓令は、平成２０年１０月１日から施行する。

改 正 後 改 正 前

（産業経済部各課室の所掌事務）

第４条 産業振興課の所掌事務は、次のとおりとする。

２～５ 省略

６ 森林林業課の所掌事務は、次のとおりとする。ただし、久万高

原森林林業課にあつては、その管内に係る事務を分掌する。

�～� 省略

� 鳥獣 の保護及び狩猟に関すること。

�の２～� 省略

７～１４ 省略

（産業経済部各課室の所掌事務）

第４条 産業振興課の所掌事務は、次のとおりとする。

２～５ 省略

６ 森林林業課の所掌事務は、次のとおりとする。ただし、久万高

原森林林業課にあつては、その管内に係る事務を分掌する。

�～� 省略

� 野生生物の保護及び狩猟に関すること。

�の２～� 省略

７～１４ 省略

�公 告

愛媛県人事行政の運営等の状況を次のとおり公表します。
平成２０年９月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 人事行政の運営の状況

� 任免及び職員数に関する状況

ア 職員の採用の状況

平成１９年度の新規採用者数は、市町立小・中学校教員を含め、愛媛県全体で４２９人です。任命権者別の職種別・性別内訳は、以下のとお

りです。

� 知事 （単位：人）

区分 行政事務 総合土木 児童指導員 児童自立支援員 薬剤師 心理判定員 獣医師 看護師 作業療法士 合計

男性 ９ ２ ０ １ ０ ０ １ ２ １ １６

女性 ６ １ ３ １ ２ ２ ２ １ １ １９

合計 １５ ３ ３ ２ ２ ２ ３ ３ ２ ３５

� 公営企業管理者 （単位：人）

区分 医師 薬剤師 診療放射線技師 理学療法士 作業療法士 言語聴覚士 看護師 合計

男性 ２９ ０ １ ０ ０ ０ １１ ４１

女性 ６ ２ ０ １ ２ １ ７９ ９１

合計 ３５ ２ １ １ ２ １ ９０ １３２

� 教育委員会 （単位：人）

区分 小中学校教諭 高等学校等教諭 養護教諭 学校事務 学校栄養職員 合計

男性 ２８ １１ ０ ３ １ ４３

女性 ７４ １９ ９ １ ２ １０５

合計 １０２ ３０ ９ ４ ３ １４８
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